
包括的な支援から新たなコラボレーションを
――今年度から新たに第四期中期計画がスタートしました。
第四期を振り返り、都産技研の現状や、印象に残っている取り
組みについてお聞かせください。

奥村： 第四期中期計画では、「総合力で頼りになる都産技研」
という理念のもと、先端技術・社会ニーズに対応した
プロジェクト事業の拡充や、「稼ぐ東京」の実現に向け
たスタートアップ支援などの取り組みを推進してい
ます。中でもDX推進については、第三期に立ち上げた
DX推進センターにて、5G・IoT・ロボットの開発環境
を整え、今年度よりそれらの技術を掛け合わせた公募
型共同研究を進めてきました。また、QOL（生活の質
の向上）の関連する技術支援も強化し、ヘルスケア産業
支援の拡充や、今年4月に統合した食品技術センター
とのシナジーにも注力しているところです。
また、都産技研内部の取り組みとして、4月にデジタル化
推進部を新たに設置し、所内のデジタル化を進めています。

既存業務をデジタルに置き換えるだけでなく、データ活用
によるさらなる支援サービスの向上を目指しています。

――支援事業および研究事業について、2021年度の現状や
取り組みについてお聞かせください。

近藤： 今年度より、従来のオーダーメード各事業と実地技術
支援を統合し、新たに「オーダーメード型技術支援」
をスタートさせました。お客さまの要望に応じたメ
ニューを組み立て、部署を横断した包括的な技術支援
を行うものです。始まったばかりで成果についてはこ
れからですが、支援事例を蓄積することで、よりお客さ
まに伴走した支援ができるものと期待しています。
また墨田支所の「におい分析試験」を、都産技研ならでは
の特徴的な技術分野における「都産技研ブランド試験」
として追加しました。お客さまの高品質・高付加価値な
ものづくりに向け、より一層便利にサービスをご利用い
ただける体制を整えているところです。

角口： 研究事業においては、第四期で注力すべき「4つの柱」を
立てました。一つ目は「DXの推進」。第1次産業でのIoT
活用など、Society 5.0の実現に向けた先端技術の導入
支援を実施しています。二つ目は「資源循環とサスティ
ナブル社会」。100％天然素材でつくられたストローな
ど、プラスチック代替技術の活用を進めています。
三つ目の「産業を支える基盤となる研究開発」では、航
空機産業への参入支援など、高クオリティを求められ
るものづくりに貢献してきました。最後は「超高齢化社
会におけるQOL」。パラアスリート向け車いすで培っ
た技術を、一般の車いすに転用するなど、高齢者や障害
者のQOL向上を進めてまいります。4つの柱それぞ
れに絡むような研究成果が、中小企業とのコラボレー
ションで生まれてきていると考えています。

奥村： 都産技研は6つの支所があります。城東支所はデザイ
ン、城南支所は精密加工、多摩テクノプラザは複合素材
など、それぞれの支所に特徴があり、第四期ではその特
徴をさらに鮮明に打ち出そうと設備改修やリニューア
ルを始めています。

都産技研設立のミッションを再認識し、　
次の100年へ
――「頼りになる都産技研」として、今後どのような活動を行っ
ていくのでしょうか。次年度への抱負も含めお聞かせください。

奥村： 未来に向けて現状を再認識したという意味で、設立100
周年記念事業は都産技研にとって大きな意味があったと
思っています。設立当時の「商工業者の“親切なる相談相
手”であること」というミッションが、時代を超えても不
変であることを認識できましたし、「ビジョン2050」の策
定では若手が中心となって目指すべき将来像を議論して
くれました。ロゴのデザインやイベントの企画に至るま
で、さまざまな部署が連携して自前で準備を整えました。
そのことに都産技研の総合力の高さを強く感じました
し、この経験は職員にも財産になったでしょう。協創的研
究開発やオーダーメード型技術支援でも、部署を横断し
た連携をさらに押し進めてもらえたらと思います。

近藤： 100 周年記念事業では、新たに「INNOVATION 
PARTNERSHIP AWARD」という表彰制度を設けま
した。受賞された企業からは、「都産技研の装置があっ
て良かった」「研究員とのディスカッションで問題が
解決できた」という言葉をいただいています。「頼りに
なる都産技研」であり続けるためにも、お客さまに活
用していただける機能を用意し、セミナーや人材育成
事業の取り組みも進めていきます。

角口： 今後注力すべきテーマとして、QOLの向上は非常に
重要だと感じています。障害者支援やヘルスケアはも
ちろん、今年度からは食品技術センターとの統合に
よって、食の問題にも貢献できるようになりました。本
格的な研究は2022年度以降になりますので、食の分野
で良い研究成果が得られるのではと期待しています。
こうしたQOL向上やSDGsに向けた取り組みをより
外部にアピールすることにより、中小企業の方々の利
用を促進できたらとも考えています。

奥村： ものづくり系のスタートアップやベンチャー企業の支

援もより強化していきたいですね。ものづくりのイノ
ベーションは、SF的な発想や夢をいかに形に落とし込
めるかが重要です。夢を形にするお手伝いこそ、我々の
ような支援機関の出番でしょう。引き続き「総合力で頼
りになる都産技研」を体現していければと思います。

規格や法規制の支援メニューで、　　　　
中小企業の製品を「保証」する
――2021年度はJCSS、MTEP、航空機規格について新たなト
ピックがありました。国内外の標準規格や法規制について、都産
技研が支援メニューを用意する意義についてお聞かせください。

奥村： 中小企業が世界で戦っていくためには、世界標準の規
格をクリアしていること、品質が保証されていること
が大前提です。都産技研では、JCSS試験サービスにて
国際的な規格に準拠した試験を実施していますし、航
空機産業支援室ではJIS Q 9100の認証を取得した各
種試験を扱っています。中小企業の製品を支援により
保証することが、私たちの務めであると考えています。

近藤： 試験サービス以外に、情報提供も大切な支援の一つで
す。規格が変更されたり、新しい規格が設定されたりす
ることがありますので、その内容を正確にお伝えして
います。また、製品出荷後の品質管理についても研究員
が相談を受け、クレーム対応や改善方針などをともに
検討しています。

角口： 製品をグローバルに展開するには、グローバルスタン
ダードをつくり、業界をリードすることが欠かせませ
ん。しかし、中小企業のみでグローバルに対応するのは
なかなか難しいものがあります。規格が守れず、係争
案件にまで発展してしまえば大変なことになるでしょ
う。そうなる前に、満たすべき規格を伝え、情報提供を
行うのが私たちの役割です。販路開拓をスムーズに進
めるためにも、規格や法規制に関する支援メニューは
非常に重要なものと考えます。

※感染防止対策に細心の注意を払い撮影を行っています。
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